
令和５年６月 17 日 第２回 区長会議資料 

くらし人権課作成 課長：勝見 担当：奥村 

 

1 

 

 

補助対象期間：令和２年度～令和６年度（５カ年のみ） 

犯罪抑止及び地域の防犯力向上を図り、安全なまちづくりを進めるため、 

区・町内会が設置する防犯カメラの設置費用の一部を補助します。 

 令和６年度に設置を予定している場合は、令和５年９月末までに、 

事業実施計画書の提出をお願いします。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

    

多治見市くらし人権課（本庁舎） 

多治見市日ノ出町２丁目 15 番地 

課長：勝見 担当：奥村 

 電話：0572-22-1134（直通）  

FAX：0572-25-7233 

 Mail：kurashi-jinken@city.tajimi.lg.jp 

区または町内会 

１ 補助対象団体 

防犯カメラの購入設置費または賃貸借設置費（賃貸借の場合は初年度費用のみ） 

ア：防犯カメラ本体 

イ：防犯カメラ設置工事費 

ウ：防犯カメラ撮影にかかる調整費 

エ：防犯カメラ設置を啓発する表示板制作、設置費 

オ：上記設置にかかる諸費用一式 

※電気代、メンテナンス費用等の維持管理費、設置にかかる地代及び占用料、操作にかか

る指導料、既存対象物の撤去費用は対象となりません。 

２ 補助対象経費 

補助率：補助対象経費の１／２  

補助限度額： 60 万円／団体・年度  ※上限：防犯カメラ１台につき 15 万円 

３ 補助率・補助限度額 

①「多治見市の自治会による防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン」に

沿った運用をすること。 

②個人情報保護に配慮した適正な管理運用を行うため、「地域における運用規程」

を作成すること。（くらし人権課でひな形を用意しています） 

③防犯カメラ設置場所の所有者及び撮影対象範囲の世帯から同意を得ること。 

④補助金の交付決定後に工事に着手すること。 

⑤設置して５年間は、継続して運用を行い、設置状況報告書を提出すること。 

 

４ 主な要件など 
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補助金活用の流れ 

  

Ｒ

５

年

度 

１ 事前相談・計画書の提出 

<必要書類> 

◎事業実施計画書 

・見積書 

・設置位置図 

  

Ｒ 

６

年

度 

２ 交付申請書の提出 

<必要書類> 

◎補助金交付申請書 

・運用規程 

・総会等の議事録の写し 

・撮影対象範囲の世帯の同意書 

・防犯カメラを取り付ける工作物等および敷地所有者の同意書 

・設置予定場所の位置を示す位置図および写真 

・撮影対象区域を示した平面図または写真 

・設置機器の概要がわかるカタログ等 

・購入または賃貸借にかかる見積明細書 

・管理責任者および操作責任者がわかる資料 

 

交付決定 

 

３ 設置工事 → 工事代金または賃貸借初年度費用支払 

（購入設置・賃貸借設置の契約締結） 

※必ず、交付決定通知書記載日以後に工事契約・着手してください。 

 

４ 完了報告書の提出（設置から30日以内） 

<必要書類> 

◎完了報告書 

・防犯カメラ設置にかかる領収書および請求書 

・設置場所の位置を示す位置図および写真 

・防犯カメラにより撮影した最大範囲の画像 

 

補助金額確定 

 

５ 補助金交付請求書の提出 

<必要書類> 

◎補助金交付請求書 

 

補助金の交付 

 設置後、５年以上は継続運用を行ってください。 

設

置

後 

６ 設置状況報告書の提出 

 設置後５年間、設置状況を毎年度３月末までに報告 

<必要書類> 

◎設置状況報告書 

 

「自治会による防犯カメラの設置

及び運用に関するガイドライン」

に沿ったそれぞれの「地域におけ

る運用規程」の作成が必要です。 


